
平素より全国商店街振興組合連合会の事業活動に格別のご支援、ご協力を賜り、心より御礼申し上げます。
昨年も全国各地で地震や豪雨、猛暑など、地域社会に深刻な影響を及ぼす災害が相次ぎました。被災され

た皆さまには心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。災害へ
の備えと地域のつながりの重要性を、私たちは改めて強く認識いたしました。

一方で、2025年には大阪・関西万博が開催され、日本の技術力や文化の魅力が世界へ発信され、また、
多くの方が世界のAI技術や近未来を体感されました。全国の商店街にとっても、地域資源の価値を見つめ直
し、新たな来街者との接点を生み出す契機となりました。この機運を2026年以降の活性化につなげていく
ことが、今まさに求められています。

商店街を取り巻く環境は、物価やエネルギーコストの上昇、人手不足、デジタル化の加速、人口減少など、
依然として厳しい状況にあります。しかし、こうした変化の時代だからこそ、商店街が地域の暮らしを支え
る「顔」としての役割を再確認し、地域が「交流」「連携」を図ることが重要です。

私ども全国商店街振興組合連合会は、全国の商店街を代表する経済団体として、地域経済の活性化と魅力
ある商店街づくりに引き続き全力で取り組んでまいります。各地の先進事例の共有や支援策の充実を図り、

「安心して暮らせる元気なまち」の実現に向けて、皆さまとともに歩んでまいります。
本年も変わらぬご支援とご協力を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

ご　挨　拶
全国商店街振興組合連合会　

 理事長　山 田 　 昇

ぜんしん Vol. 08
全国商店街振興組合連合会広報紙

1



巻頭エッセー　
◎ 「アメリカの中心商店街について」

	 足立　基浩 ………………… p.3

◎ 「イタリアから日本の商店街を考える」

	 野田　良輔 ………………… p.5

事例紹介　
■ 児島ジーンズストリート協同組合（岡山県倉敷市） 

	 足立　基浩 ………………… p.8

■ 商店街振興組合柏二番街商店会（千葉県柏市） 

	 鵜殿　裕 …………………… p.11

■ 健軍商店街振興組合（熊本県熊本市） 

	 野田　良輔 ………………… p.21

■ 平和町商店街振興組合（長崎県長崎市） 

	 野田　良輔 ………………… p.26

目　　次

令和７年度 商店街近代化研究会　委員（50音順・◎は委員長）

　◎足立　基浩	 国立大学法人 和歌山大学 副学長 経済学部教授

　　鵜殿　裕	 一般財団法人ローカルファースト財団 理事主席研究員

　　加戸　慎太郎	 株式会社まちづくり松山 代表取締役社長

　　野田　良輔	 大分県竹田市 元副市長

2



巻頭エッセー　

アメリカの中心商店街について�

著者は2025年４月上旬にアメリカ・ペンシルベニア州フィラデルフィア市で開催された、地域まちづく
りの全国大会「メインストリート・アメリカ（略称MSA）」に参加したが、同組織の概要やアメリカの中心
市街地（商店街地区）のまちづくりについて以下述べたい。中心市街地の活性化において、長期的視点を
もちつつ、以下に述べる「プログラム」方式でまちを活性化させるというものである。このプログラムは
1970年代後半以降始まり、1990年前後にはイギリスなど欧州へ、2000年前後には日本へと広がってきた。

今回のフィラデルフィア市での大会は、商店街
地区を含む中心市街地、いわゆる「まちなか」の
再生をテーマに、全米各地のまちづくり関係者が
集い、実践事例を共有する場となった。今年度は
約2,500人が参加し、テーマ別に分かれた会場で
多数の事例発表が行われ、優秀な取り組みを行っ
た団体の表彰も実施された。

著者が注目した同プログラムの特徴は大きく３
点ある。第一に資金活用における「選択と集中」
の徹底である。助成金や寄付など限られた財源は、
街全体に薄く配分するのではなく、中心となる「メ
インストリート（重点地区）」に集中的に投下す
べきだという考え方が共有されている。これは、
ばらまき型のまちづくりを批判的に捉え、成果を
最大化するための戦略的発想といえる。また、開発にあたっては地域の歴史的背景を重視する点も特徴的で
ある。イギリスで重視されてきた「Sense of Place（土地が持つ歴史的意味）」と同様、アメリカでも歴史
と切り離された開発は敬遠され、地域の文脈を踏まえた再生が重要視されている。

第２に、まちづくりルール、システムの規範化、徹底化である。特にMSAの本部がそのツールを提供し
ている。プログラムは「経済活性化」「デザイン」「プロモーション」「組織」の４テーマを中心に編成され、
各地域のMSA組織はこれらのテーマをもとに地域の現状について話し合う。新規事業や雇用創出などの経
済的な成果の達成を目指し、仲間を増やしながら商店街活性化などの事業を実施する。

大会そのものが、成功事例を共有し合い、プレイヤー同士が学び合う仕組みとして機能しており、結果と
して地域を担う人材と組織が育っていく。この「学習するコミュニティ」こそが、持続的なまちづくりの基
盤であるという考え方が根底にある。

第３に、市民やNPOなど民間主体こそがまちづくりの主役であり、行政はあくまで脇役に過ぎないとい
う姿勢である。この点は大会全体を通じて強調されており、アメリカのまちづくりの民間主導のダイナミズ
ムを象徴している。

大会初日の基調講演では、フィラデルフィア初の女性市長であるシャーロット・パーカー氏が登壇し、公
平性と経済的繁栄の重要性を強調した。人種や所得に関わらず人は皆平等に扱われることが地域活性化の前
提であり、そのためにBID（ビジネス改善地区）の制度や、清潔さ・安全性への投資が不可欠だと述べた。また、
多様なコミュニティが共存し、挑戦を歓迎する都市としてフィラデルフィアをアピールし、参加者に対して
積極的にまちなかで消費するよう呼びかけた。

さらに、州政府関係者のジョシュ・シャピロ氏は、フィラデルフィアをアメリカの民主主義の発祥の地と
位置づけ、中心市街地の魅力と民間投資の重要性について強調した。メインストリートへの１ドルの投資が

メインストリートアメリカ（フィラデルフィア　初日の全体会）
年間で最も活躍した団体に賞が与えられる （著者撮影）

3



将来的に８ドルの経済効果を生む可能性があるとし、これまで約2,000万ドル（約30億円）の経済効果があっ
たことも紹介された。

なお、このメインストリートプアメリカの全国大会においては、ホテルの会議室をほぼ貸し切り状態で運
営がなされていた。

分科会では10ほどのブースに分かれてそれぞれのまちづくりテーマで発表がなされたが、以下特に著者
が注目した分科会を紹介したい。

まず、空き店舗情報をリアルタイムで可視化する不動産情報サイト「BOOMS Tracker」に関する分科
会である。地理情報システム（GIS）を基盤としたこのツールは、空室状況や用途、所有者などを共有でき、
無料で提供され各地域の商店街などのビジネス、地域づくりを支えている。日々、空き店舗情報は変化する
が、リアルタイムで、地域の中心商店街などの不動産情報を提供している。

また、別の分科会では地域の空き家が、リノベーション次第でいかに物件の価値が上昇するのかについて
専門家が話題提供をしていた。日本でもリノベーションによるまちづくりは各地でみられるが、アメリカで
もやや大きい空き家などは地域の保育園や介護施設になるなど、様々な転用実績があった。また、不動産を
有効活用することで、節税効果が生まれるとの専門家の指摘もあった。

今回著者は、ニューヨークをはじめ、フィラデルフィア市（ニューヨークから電車で１時間程度）にも多
くの商店街があり、観光客が極めて多いことを知った。人種の多様性や、アメリカ経済の力強さという点も
あるが、街を歩けば日夜を問わず通りには賑わいがあり、「MSA」のような組織が、全国レベルで先に述べ
た「プログラムの４つのテーマ」をベースに情報を発信をしている点が大きいように感じた。

またMSAが１年に一度それを発表する機会を設け、うまく成果を
出したところは「表彰される」という仕組みは日本の各地で頑張って
おられる皆様にも参考になるように感じた。

本大会はアメリカのまちづくりの熱量を強く感じさせるものであ
り、日本の商店街のまちづくりにとっても多くの示唆を与える内容で
あった。著者は、和歌山市内に現在居住しているが、日本の地方都市
においても様々な活性化事例があり、その情報を共有する場を設ける
べく、こうした全国大会を開くべきではないだろうか。今後の日本に
おける商店街まちづくりへの適用可能性について考える良いきっかけ
となった。

（足立 基浩）
フィラデルフィア市内の屋内商店街

メインストリートアメリカの各種発表会場（分科会）
商店街でのお持ち帰り市場について（著者撮影）

分科会の一つ　空き家の利活用に関する分科会場（著者撮影）
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巻頭エッセー　

イタリアから日本の商店街を考える�

筆者は2025年6月、イタリアのアーケード、インバウンド、地域密着商店街の事情を観て、改めて日本
の商店街のことを考えた。

１　日本のアーケードの方が不思議

イタリアのミラノ市に行けば、誰もがアーケードを見上げて感嘆する。アーケードの正式名称は、当時
のそしてイタリア初の国王の名を冠して「ヴィットーリオ・エマヌエーレ２世のギャラリア」（Galleria 
Vittorio Emanuele II。以下「ギャラリア」）。世界で最も美しく壮大なアーケードのひとつである。

（筆者撮影）　

ミラノのアーケード「ギャラリア」（Galleria Vittorio Emanuele II）

（出所：Associazione Salotto di Milano HP）

日本の一般的な商店街のアーケードと比べると、４つの特色が見えてくる。４つとは、①歴史、②構造、
③所有、④目的だ。

まず「歴史」、ギャラリアの建設は1877年、パリのエッフェル塔よりも12年早い1。次に「構造」、４階建
て建物の屋上にあるから路上に柱がない。第３に「所有」、アーケードの所有と管理はミラノ市にあるから、
商店は賃料を払い、市がアーケードを管理している。そして「目的」、もちろん利便性もあるが、街の風格・
シンボルを目指している。

アーケードは、イタリアも日本も「商店街が全体として１つのまとまりをもった商業施設であることを主
張する物理的な根拠」である2。しかし、ミラノからみると、日本のアーケードが歩んできた経緯や歴史の方
が、奇異にみえる。なぜ日本のアーケードは、商店主達が率先して資金提供し融資を受けながらも整備し維
持管理してきたのか。これからも日本方式がいいのか。調査によると、日本でアーケードの22.2％が「将
来的に撤去する予定」だそうだが、ホンネはアーケードを持ち続けたいであろう3。特に近年の異常気象によ
る酷暑・豪雪の中では、通行客もアーケードがほしい。とすると、今後の日本は、ミラノのように、アーケー
ドを自治体が都市福利施設として整備・取得し、維持費は公的資金と賃料で賄う、という選択肢もありえる。
どこか先進的な自治体が、建設・維持コストとベネフィットを勘案してチャレンジしてみないだろうか。

ギャラリアの商店主で構成するサロット・ディ・ミラノ協会（Associazione Salotto di Milano）は、
2019年、ヨーロッパの諸団体とともにユーロ・アーケード協会（Association Euro Arcades）を設立した。
ユーロ・アーケード協会は、アーケードのことを「生活や人間の活動の場」、「歴史的・建築的・文化的価値
の高い遺産」とみている。どうもミラノやヨーロッパのアーケードは日本と同じ課題をもち、商店街は国を

1	　ヨーロッパのアーケードの種類には、主として①豪華なギャラリア、②小路のパッサージュ等があり、1870年代にフランスにて発展した。ユーロ協会によ
ると、現在、ヨーロッパにおいて117のアーケードがある。

2	　石原武政（2006）『小売業の外部性とまちづくり』有斐閣
3	　出所：中小企業庁・全国商店街振興組合連合会　全国商店街実態調査　令和7年6月
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越えて協働して解決しようと努力しているようだ。日本のアーケードも、文化的遺産といった価値もアピー
ルし、組織化して資金調達するなど工夫できるのではないか。

２　市場が観光客で占領された

イタリアのフィレンツェ市に滞在時、有名なサン・ロレンツォ中央市場（il Mercato San Lorenzo　
Centrale。以下「中央市場」）への道順を宿の主人に尋ねた。ところが主人からは、「中央市場は観光客だ
らけで高値。むしろA市場（Mercato di Sant’ Ambrogio）がトスカーナ特産の果物とかいっぱい」と勧
められた。A市場を訪れると、店主との会話がはずみ、市民同士が出会い、語らう場でもあった。A市場で買っ
た量り売りの手作り水牛チーズは、一見して豆腐かと思ったが、安価で食べやすかった。

素通りしてしまった中央市場は、京都の錦市場と友好協定を締結していた。フィレンツェ市と京都市は、
同じ歴史文化都市として姉妹提携している。両市間の様々な交流の一環として、錦市場が中央市場に京都の
食や西陣織などを持ち込んで展示・販売するなど、この20年間、交流を深めてきた。

外観

フィレンツェのサン・ロレンツォ中央市場 （写真提供：京都錦市場商店街振興組合）

市場の様子 2025年6月の京都フェア

中央市場は、フィレンツェの繁華街の中心、フィレンツェ駅の
すぐ近くにある。ミラノのギャラリアと同様、約150年の歴史が
ある。創設当時は、先端素材の鉄とガラスの屋根付き市場として
画期的であり、フィレンツェ市民の台所としての存在価値があっ
た。いつの頃からか、買い物客のほとんどは観光客に移り変わり、
中央市場の売場の１階20店舗は、土産品やジェラート（イタリア
のアイスクリーム）の売場に入れ替わり、２階と野外はフードコー
トになった。今では市民にとっての生鮮食品の調達場所は、A市
場のような他の市場か、または全国チェーンでもあるスーパー店
舗コナド（CONAD4）などに移り変わった。

錦市場は、奇しくも中央市場と同じような途を辿っている。少なくとも400年、旬の食材を集め、京都独
特の食文化を支えた。しかしインバウンドが広がることで、オーバーツーリズム状態となり、およそ錦市場
らしくない店舗が増え、値段も観光客価格となり、禁止されているはずの食べ歩きの姿が目立ち、馴染みの
地域住民が敬遠しがちになった。

京都錦市場とフィレンツェ中央市場は、デンマーク、スウェーデン、スペインなど世界10か国以上の屋
根付き市場と連携し、国連教育・科学・文化機関（ユネスコ）の無形文化的遺産へ登録申請するよう話し合
いを続けている。ユネスコ遺産に登録することで、共通課題であるオーバーツーリズムへの対策、客と店主
とのコミュニケーションの復活、昔ながらの市場文化の再生を期待できるのではないか。

4	　CONADとはイタリア全土で3,000店舗以上を展開しているスーパーマーケットチェーン。フィレンツェ市内には売場面積300～500㎡程度の小スーパーが
点在している。

（間口は狭いが、
店舗面積は

約400㎡あった)

（筆者撮影）

スーパー CONAD 観光客であふれる錦市場
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３　小さな街でも商店が残っているわけ

イタリア国内の小さな街を訪れると、どこでも食料品店や生活雑貨店が残されている。日本の地方小都市
の街中で多くの商業機能が衰退した状態であるのと比べると、イタリアが何を大事にしているのか知りたく
なる。

トスカーナ州モンティカティーニ町Montecatini　　
イタリアの地方の小さな街でも商業機能が残されている（筆者撮影）

イタリアの地方の街の風景

確かに、イタリアの商業政策も、1998年の規制緩和により、大規模商業施設の建設が促進された（奇し
くも1998年は、日本も、大店立地法により実質的に大型店舗の出店規制が緩和されている）。イタリアのロー
ドサイドにも、大規模ショッピングセンターは少なからずある。加えて、インターネット等による消費者行
動の変化は、日本もイタリアも同じはずだ。

二つの国の地域商業の相違点を探ると、「基礎自治体のスタンス」にたどり着く。イタリアの基礎自治体
「コムーネ」（comune)は、ときには商業利用計画を策定し、スーパー建設計画を阻止することもあるらしい。
イタリアの自治体がスーパー出店を阻止する主張は、「近接商業空間は社会ストックであり、住民は自由に
購買行動を行う権利を持つ」とある5。近接商業空間とは、日本でいえば地域密着型商店街と同義語であろう。
果たして日本の基礎自治体は、市民の立場にも立って商店街を守ろうとする気概を持っているだろうか。あ
るいは、日本の基礎自治体は、イタリアと同様に都市計画やまちづくり計画等により商店街を守るツールは
持っているのに、それを大胆に発動する前例がないだけかもしれない。

ミラノとフィレンツエは、課題解決の戦略がインターナショナルだ。また、地方都市の地域商業戦略は、
きわめて住民本位で地域密着だ。日本も、商店街、アーケード、地域密着型商店街の課題解決方策を世界的
視野で考えてはどうか。

（野田 良輔）

5	　井上典子（2023）『イタリア都市再生の質的検証』ナカニシヤ出版
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バックナンバー含めてWEBでもご覧いただけます
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人手不足解消に効果のある
「省力化投資」を後押しする補助金が

さらに活用しやすくなりました！

中小企業省力化投資補助金
※今後の実施予定はチラシ掲載のＨＰにてご確認ください
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ZENSHIN Vol.08をお読みいただきまして
ありがとうございます。

アンケートへのご回答をお願いいたします。

（2026年5月末まで受付予定です。）

https://forms.gle/B9M25ppiv9e5UKWP7


